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海外港湾物流プロジェクト協議会事務局 
（港湾局産業港湾課） 

株式会社 
海外交通･都市開発支援機構法案の概要 



 

《背景》 

 各国のインフラ事業で、民間の資金とノウ
ハウを期待する民間活用型が増加。 

 交通や都市開発のプロジェクトは､次の 
特性があるため､民間だけでは参入が困難｡ 

  ・長期にわたる整備 

  ・運営段階の需要リスク 

  ・現地政府の影響力 

 

 

《機構の設立》 

 機構は、国土交通大臣の認可により設立。
（株式総数の１／２以上を政府が保有。） 

 

《機構の主な業務》 

 海外で交通事業・都市開発事業を行う現
地事業体に対し､支援を実施｡ 

  ●出資（民間との共同出資） 
  ●事業参画 

    ・役員・技術者等の人材派遣 

    ・相手国側との交渉  

 

《機構の管理》 

 株式会社として会社法を適用する｡加えて、
国土交通大臣による監督を実施｡ 

  ・支援基準の策定 

  ・支援決定の認可 

  ・監督命令 等 

一
体
的
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（株）海外交通・都市開発
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［平成26年度財投計画］ 
政府出資 585億円 
政府保証 510億円 
民間出資   40億円 

日本再興戦略の一環として、交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進を図る
ため、需要リスクに対応した「出資」と「事業参画」を一体的に行う機構を創設する。（法案提出中） 

 
 

・新興国等の旺盛な交通インフラ整備需要（世界で年60兆円）及び都市開発需要（世界で年11兆円）を内需化。 
・2020年に30兆円（現状10兆円）のインフラシステムの本邦企業受注を実現。（日本再興戦略（H25.6.14 閣議決定）） 
・うち、交通分野は7兆円、都市開発分野は2兆円を目指す。（インフラシステム輸出戦略（H25.5.17 経協インフラ戦略会議決定）） 
 
 
  

① 海外市場への参入により世界の成長を取り込む 
② 事業運営への参画により関連産業の受注機会も拡大する 
③ インフラ整備により日本企業の海外事業環境も改善する 

我が国経済の持続的な成長に寄与 

（株）海外交通・都市開発事業支援機構 〔新設〕 

１ 

資料３ 



 
短期（1～3年後） 

 
中期（3～7年後） 

 
長期 

高速鉄道 

■インド・高速鉄道 
  （プネ～ムンバイ～アーメダバード680㎞） 
■マレーシア～シンガポール・高速鉄道（350㎞） 
■タイ・高速鉄道（4路線1400㎞）      
■ブラジル・高速鉄道（500㎞）      

■インド・高速鉄道（6路線4000㎞）    
             
  

■ベトナム・高速鉄道（1600㎞）                   
■米国・高速鉄道（11路線13700㎞）           
■米国・リニア構想 

都市鉄道 

■インドネシア・ジャカルタ都市鉄道         
■ベトナム・ホーチミン市都市鉄道1号線    
■ブラジル・都市鉄道     
■カタール・都市鉄道  

■インド・主要都市メトロ、LRT、モノレール 
■ベトナム・ハノイ都市鉄道1号線・2号線  
■ミャンマー・ヤンゴン都市鉄道近代化     

高速道路 

幹線道路 

■ベトナム・ファッバン～カウゼー高速道路                
               

■インド・バンガロール～チェンナイ高速道路    
■トルコ・ダーダネルス海峡大橋プロジェクト 
■インドネシア・チマラヤ新港アクセス道路 

■インド・高速道路（18000㎞） 
■インドネシア・高速道路（3100㎞） 
■ベトナム・高速道路（5900㎞） 
■ミャンマー・幹線道路 

バス事業 

物流事業 

■東南アジア・コールドチェーン対応の物流施設           
■インドネシア・ジャカルタ首都圏物流施設   

■東南アジア・都市バス、高速バス       
■ラオス（タイ国境）・ドライポート 
■インド・鉄道による完成自動車輸送事業   

■東南アジア・鉄道/空港フィーダーバス       

船舶 

海洋開発 

■ブラジル・海洋資源開発（ロジスティックハブの
整備） 

 

■インドネシア・浮体式LNG生産貯蔵積出施設  
■インドネシア・洋上石炭貯蔵・出荷システム   
■インドネシア・内航海運 

■ベトナム・洋上国家石油備蓄基地             
■インド・グジャラート州 シップリサイクル 
■タイ・内航タンカー 
■ミャンマー・内陸水運船舶                     

港湾 

ターミナル 

■インドネシア・タンジュンプリオク港 
■ベトナム・ラックフェン港（ハノイ市近郊） 
■ベトナム・カイメップ・チーバイ港（ホーチミン市
近郊） 

■ミャンマー・ティラワ港 
■ケニア・モンバサ港 

■インドネシア・チラマヤ新港                

空港 

ターミナル 

■ミャンマー・マンダレー国際空港    
■インドネシア・ジャカルタ首都圏空港 
■カタール・新空港 

■ベトナム・ロンタイン空港（ホーチミン市）  

都市・住宅 

開発 

■ベトナム・都市開発 
■マレーシア・都市開発 

■中国・都市開発 

各国で交通インフラシステム・都市開発のプロジェクトが多数存在。 
 新スキームは、民間企業が運営権を得てインフラの整備を行う方式（民間活用型）の海外プロジェクトに対する本邦企業の参入を支援。 
 各プロジェクトのうち、どの部分が民間活用型となるか、順次、具体化中。 

各国における主要プロジェクト 
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民間活用型インフラ事業例 （機構による出資と円借款の協調の場合） 

入札手続 

入札手続 

案件形成 案件発掘 

・大使館 

・JICA 

・商社等 

政府間手続 
 

入札準備 
整備 

事
業
者
決
定 

入札準備 

事
業
者
決
定 

  整備   運営 

・相手国政府 

・相手国政府 

日本企業チーム 

（機構が支援） 

A国チーム 

B国チーム 

建設会社② 

建設会社① 

（上
物
） 

（下
物
） 

日本政府
（JICA） 

円借款供与 

相手国の公共投資 

日本政府（JICA） 

円借款 

港湾運営会社 

日本企業連合 機構 JBIC・銀行 

融資 出資 出資 

相手国側 

出資 民 

官 

防波堤・防砂堤 道路・ 
橋梁等 

建屋 航路浚渫 

荷役機械 

埋立・地盤改良 

税関 

運営 

３ 

資料３ 


